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1. 2024年3月期 通期 決算概要
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2024年3月期 通期 業績サマリー

前期比（％）前期比（増減）FY24/3 通期 連結FY23/3 通期 連結

＋5.3％+2424,8134,570売上高

+16.4％+56399343営業利益

+16.9％＋58404345経常利益

+289.4％＋18124462親会社株主に帰属
する当期純利益
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売上高、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益が前年度対比にて増加
主な増減要因は以下
 ITトレンドEXPO（オンラインメディア事業）の開催回数の減少に伴う売上高減少
 IFA（金融プラットフォーム事業）にて、市場環境が良好な中、デジタルマーケティングが奏功し、預かり資産増加に

伴う全体的な指標の底上げ実現
単位（百万円）



174 

517 

777 

343 
399 

FY20/3 FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3

売上高 / 営業利益 の推移

2024年3月期も引き続き中⾧期的な成⾧のための投資フェーズと位置づけではあるが、オンラインメディア事業及び金融プ
ラットフォーム事業の収益性向上により、連結営業利益は増加
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1,680 
2,440 

3,243 3,420 3,365 
341 

472 

477 
477 425 

168

652
672 1021

FY20/3 FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3

オンラインメディア事業 ITソリューション事業

金融プラットフォーム事業

単位：百万円

- セグメント別売上高 - 連結営業利益
単位：百万円



売上高はITトレンドとIFAの拡大が増加要因。金融プラットフォーム事業の採用適正化や最適人員配置などにより原価率が改
善され、営業利益の額は前年度対比にて増加

営業利益分析

※利益の増加要因を「＋」、減少要因を「ー」で表示
（単位:百万円）
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2024年3月期 Ｂ/Ｓサマリー

増減FY24/3 連結FY23/3 連結

36.6%増4,2133,084流動資産

34.6%減464 710固定資産

23.3%増4,6783,795資産合計

49.2%増884592流動負債

924.6%増22722固定負債

80.8%増1,111614負債合計

12.2%増3,5673,180純資産合計

-75.3％83.5％自己資本比率
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2024年3月実施の資金借入に伴う流動資産、流動負債及び固定負債の増加。併せて既存事業の収益が安定してい
ることから現預金も増加

単位（百万円）



2. 事業セグメント別 実績と今後の戦略

8



オンライン
メディア事業

ITソリューション
事業

金融
プラットフォーム

事業

セグメント構成

70%

9%

21%

オンラインメディア

ITソリューション

金融プラットフォーム

FY24/3 通期 売上高構成事業概要

B2B商材のマッチングプラットフォーム

B2B特化の動画プラットフォーム

B2B特化のイベントプラットフォーム

マーケティング支援クラウド

営業支援クラウド

オンラインセミナー支援クラウド

IFAサービス

事業承継M&Aサービス
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4,813百万円

連結売上高

前年同期比＋5.3%

注: (1）事業承継M&Aサービスは2023年3月期に連結範囲に含めました。

（1）

ＶＣファンド事業 CVCによる投資事業
75%

10%

15%

4,570百万円
連結売上高

FY23/3 通期 売上高構成
（参考）



各事業セグメントの成⾧の軌跡

オンラインメディア領域・ITソリューション領域のノウハウをベースに
金融プラットフォーム事業を拡大
これら事業拡大の加速のために、VCファンド事業を開始
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（１）

注: (1)イメージ図。横軸の下の年は各サービスの開始タイミングを表す。

金融プラットフォーム
（金融DX）

オンラインメディア

2007年 2010年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2023年 2024年 （イメージ図）

現在

ＩＴソリューション



オンラインメディア事業
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1,300 
1,757 

2,118 
2,443 

2,760 392

683

1,125
977

604

1,692

2,440

3,243
3,420 3,365

FY20/3 FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3

ITトレンド ITトレンド以外

単位：百万円

- オンラインメディア事業の売上高 推移
単位：百万円

-オンラインメディア事業のセグメント利益 推移

577 

859 

1,225 
1,309 

1,231 

FY20/3 FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3

業績サマリ（売上高、セグメント利益）
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ITトレンドは、口コミ機能の拡張、マーケティングへの積極投資により引き続き堅実に成⾧（前年比 売上高113％）。IT
トレンドEXPO、bizplayなど他サービスは、開催回数の削減や大手ベンダー広告費の削減などにより売上・利益は減少。
結果、セグメント全体としては昨年を下回ることとなった。



ITトレンド 来訪者数
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-

7,088,039 

15,716,303 

19,653,109 20,056,920 20,477,131 

FY20/3 FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3

来訪者（ユーザー）数

単位：UU

 企業DX化のニーズは一巡し、最新の需要・動向に係る検索にシフト

マッチング数（売上）が増大した主なカテゴリー
(2024/3 4Q実績）



 首都圏中心の営業体制から地方への営業体制を強化
 ユーザーポテンシャルが大規模な「B2B購買行動の初期段階」にもマネタイズポイントを拡大

オンラインメディア事業の拡大戦略
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購買 / 契約

トレンドや最新情報の取得

購買プロセス

ITトレンド
マッチングプラットフォーム

顧客資産

買い手と、売り手をオンライン上
でマッチング

ITトレンドEXPO
イベントプラットフォーム

bizplay
動画プラットフォーム

B2B商材の「見本市」を
デジタル化

イベント等を動画
コンテンツ化

コンテンツ化

収益源
１

収益源
２

収益源
３

購入サービスの比較検討

初期段階

ユーザー数
増加



 2024年3月に開催したITトレンドEXPOは、 B2B商材「見本市」デジタル版として42,135名が来場登録、129社122製品が出展
 著名人や各業界のビジネスリーダーの登壇やセッションによる集客を実現
 来場者は、各業界のビジネスリーダーや著名人のセッションをライブ配信して、B2Bにおけるトレンドや最新情報の取得が可能
 今年度は、COVID-19の回復後のリアル展示会の動向も注視し、年1回の開催としたが、来年度は年2回の開催を計画
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事業の拡大戦略（イベント プラットフォーム）ITトレンド EXPO

来場者
トレンドや

最新情報の取得

来場登録

商材販売企業

ブース枠/
セッション枠の提供

ブース枠/
セッション枠の料金

（出典）https://it.expo.it-trend.jp/?utm_source=google&utm_medium=search&utm_campaign=byname&gclid=Cj0KCQiAh8OtBhCQARIsAIkWb6_gg49RRWX1-BtnPIcMNOYNwwDdUzKuImwEtpiEj41RcuXlcrwQ-mcaAq2sEALw_wcB



会員ユーザー数推移
109,356

事業の拡大戦略（動画 プラットフォーム）bizplay
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商材販売企業
ユーザー

（リード情報）
動画視聴者情報の提供

動画の視聴 動画視聴者数による重
量課金

来訪
（会員ユーザー登録）

 動画系メディアによるリード獲得によりマネタイズするサービスで、 「国内最大級のビジネス動画 プラットフォーム」を目指す
他メディアとのアライアンス等の施策も奏功し、会員規模は継続的に拡大

 特定顧客の動画作成サポート・配信するITトレンドFocusと、特定分野の事業者を複数社招聘して対談する動画の作成サポート・配信
をするITトレンドSessionをラインナップ



今後の開拓ポテンシャル

注: （1）「2020 デジタルトランスフォーメーション市場の将来展望」（富士キメラ総研社）より引用
注: （2）Japan SaaS Insights 2024（ONE capital 社）より引用

今後も継続して、ITトレンドの主力カテゴリーである「IT商材」の導入検討者は大きく増加する見込み。
加えて、「IT商材」の提供企業側も高い成⾧率が予測されている。
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-商材 提供企業側のポテンシャル

2021年度 2030年度

（２）

- 商材 購入検討者側（ユーザー）のポテンシャル

DX（IT導入）の国内市場（投資金額）
(１)

約6.5兆円

2.7兆円

9,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 
19,000 

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

21,000

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

（予測） （予測） （予測）

日本 SaaS市場の成⾧予測
（億円）

約 210 ％

約 240 ％



ITソリューション事業
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341 

472 477 477 

425 

FY20/3 FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3

単位：百万円

ITソリューション事業の売上高 推移
単位：百万円

ITソリューション事業のセグメント利益 推移

50 

136 

110 

153 

134 

FY20/3 FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3

業績サマリ（売上高、セグメント利益）
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「List Finder 」アカウント数の微減および「 Cocripo」有料カウント数の減少により、売上高とセグメント利益ともに
前年度対比にて減少。
AIサポート機能の提供開始（2024/3月）に併せて来期（2024/5月）より価格改定を実施し、収益力向上に努める
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アカウント数 ARPU

List Finder 導入アカウント数
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単位：件 単位：円

注: (1): List finderのAverage Revenue Per User。各四半期末のMRR （対象月末時点における
継続課金企業に係る月額料金の合計）を同時点の有料課金ユーザー企業数で除して算出（代理店契約を除く）。

（１）

2020年3月期にアカウント数拡大戦略から収益力強化に向けた戦略に転換。アカウント数は微減となっているものの、
ARPU（平均請求金額）水準は維持できており、運営効率向上と価格改定による収益性の向上に努める。



金融プラットフォーム事業
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単位：百万円

-金融プラットフォーム事業の売上高 推移
単位：百万円

-金融プラットフォーム事業のセグメント利益 推移

26 

66 

(147)

10 

FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3

業績サマリ（売上高、セグメント利益）

22

主力であるIFA事業において、市況環境が良好な中、デジタルマーケティングを併用した営業が奏功した結果、預かり資産
残高が増加し、前年度対比にて売上高及びセグメント利益ともに増加。

168 

652 672 

1,021 

FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3



IFA市場への参入とDX展開

デジタルマーケティング（・組織を活かし金融仲介市場に進出。 まずは独自でIFA事業を始め、今後成⾧するIFA領域に
今まで培ってきた当社のノウハウを投入していく。
（パートナー企業：SBI証券、あかつき証券、東海東京証券、Jトラストグローバル証券、三井物産デジタル・アセットマネジメント、ス
マートプラス）
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(1)

注: (1)株式会社Innovation IFA Consultingが、2020年2月からイノベーショングループ入り

証券会社個人投資家

Innovation IFA 
Consulting

発注
金融商品
の提案

注文の伝達

報酬の
支払い

講座開設/資産預入

口座管理/売買報告

現時点でのビジネスモデル

Step 1 Step 2

Step 3

「個人投資家」と「証券会社」、及び
「IFA」をオンラインで結び付けるDX
化の促進。

「IFA（資産アドバイザー）」業務を支
援するためのデジタルサービス提供。



当社の大幅な浸透余地と成⾧機会

2016年 2020年 2021年

約1.1兆円

約1.9兆円

約3.1兆円

160％

270％

-独立系金融アドバイザー（IFA）人数 推移 - IFA経由の預かり資産残高

注: （1）「独立系フィナンシャルアドバイザー （IFA）に関する調査研究」（みずほ総合研究所株式会社）より引用
注: （2） 「協会員の従業員数等」（日本証券業協会）より作成（3） 日本経済新聞（2020年7月17日/2021年3月23日）より引用

（2） （3）

米国では既に、国内の約32倍（2020年時点）のIFAが活動をしており、国内でも多くの
金融機関所属アドバイザーがIFAにシフトし、市場の成⾧速度は加速していくと考えられる。

(1)
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・・・・・

7, 760人
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2,000

3,000
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8,000

9,000

金融商品仲介業者の登録外務員数の推移



M＆A市場への参入とDX展開
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Step 2

Step 3

「売手企業」と「買手企業」をオンラ
インで結び付けるDX化の促進。

「M＆A」業務を支援するためのデジタ
ルサービス提供。買手企業売手企業

Step 1

デジタルマーケティング・組織力を活かしM＆A市場に進出。 まずは独自でM＆A事業を始め、
今後成⾧するM＆A領域に今まで培ってきた当社のノウハウを投入していく。

Innovation M＆A 
Partnars

相談案件の集積

報酬の
支払い

報酬の
支払い

相談案件の集積

現時点でのビジネスモデル

マッチング
（M＆A取引）



当社の大幅な浸透余地と成⾧機会

- 国内のM＆Aの件数 推移

M&Aの成立件数は安定的に拡大を継続している。
10年前は年2,000件程度の推移であったが、拡大基調にあり、2023年では4,015件の水準

-国内企業の現状

国内の生産性の低下 人手不足 後継者不足

新たな設備投資に資金を
回せない悪循環に陥る

事業の円滑化を図れない 全国企業の後継者不在率
は 65％ にも及ぶ

(1)

(2)

注: （1）「全国企業「後継者不在率」動向調査（2020年）」（帝国データバンク社）より引用
注: （2） 「 MARR online 」 （2024年 株式会社レコフ） より引用
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OUT-IN：外国企業による日本企業へのM＆A

IN-OUT：日本企業による外国企業へのM＆A

IN-IN：日本企業同士のM＆A



VCファンド事業
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スタートアップへの投資・ハンズオン支援を行い、次世代の経営者の育成ならびにビジネス
の発展に貢献する。当グループ既存事業の周辺領域のスタートアップを中心に投資活動を行
うことで、グループ内のナレッジを生かしたハンズオン支援や事業共創を実現。EXITによる
フィナンシャル・リターンだけではなく、ストラテジック・リターンの獲得も目指す。

トップライン（売上）成⾧
に向けたハンズオン支援

（セールス・マーケティングの知見）オンラインメディア事業

金融プラットフォーム事業 経営課題解決
に向けたハンズオン支援

（各経営課題に係る知見）
＜経営課題例＞

• 経営者としての成⾧
• テクノロジーの活用
• ブランディング・PR
• マーケティング
• 営業
• 組織作り・HR
• 財務・資本施策

協業による
収益事業の創出

成⾧フェーズにおける
当グループサービス利用

M&Aに向けた
IMPによる売却支援

IPOに向けた
上場ノウハウの提供

ハンズオンパートナー
（現役の企業経営者）

イノベーショングループ

ITソリューション事業

世の中の『働く』を変える
スタートアップ企業

★事業共創によるストラテジック・リターン
★バリューアップ・EXITによるフィナンシャル・リターン

資金提供INNOVATION HAYATE
V Capital

（投資事業）

１Q振り返りコーポレート・ベンチャー・キャピタル（CVC）の立ち上げ
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１Q振り返りコーポレート・ベンチャー・キャピタル（CVC）の立ち上げ

ハヤテインベストメント株式会社General Partner

株式会社イノベーション主なLimited Partner

2023年4月9日設立日

10年（2年の延⾧あり）運用期間

20億円程度運用総額

日本国内投資
エリア

投資対象
デジタル技術や革新的なビジネス
モデルで
世の中の『働く』を変えるスター
トアップ

投資テー
マ

#BtoBビジネス #DXで業務の高
度化・効率化 #商習慣の変容

投資テーマ

IHVC投資先



3. 更なる成⾧ドライブ
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更なる成⾧戦略

オンラインメディア事業
 商材購入検討者（ユーザー）のさらなる拡大のためのデジタルマーケティング強化
 商材販売IT企業（顧客・広告主）への営業・サポート強化
 ユーザーデータ、顧客データを活用した効果的運用に加えて新たな価値提供
 ITトレンドEXPO、カンファレンスの実施増加、及び効率的な運用

ITソリューション事業
 サポート強化によるARPU拡大
 AIサポート機能など新機能による顧客価値の提供
 M&Aやアライアンス

金融プラットフォーム事業
 IFA事業のデジタルマーケティングの推進、採用育成の強化、独自商品の開発

商材購入検討者
（ユーザー）

商材販売企業
（顧客・広告主）

②データベースの中から
気になる商材の資料請求

③ユーザーから資料請求

①商材をデータベースに登録

④各商材販売企業から連絡

成功報酬課金



4. 業績予想、配当、資本政策等
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増減率対前期
増減FY25/3 計画FY24/3 実績

＋23.5％＋1,1315,9444,813売上高

+27.7％＋110510399営業利益

＋25.9％＋104508404経常利益

+22.7％＋55300244親会社株主に帰属
する四半期純利益

40.00円40.00円配当（予想）

33

2024年3月期 業績予想

単位（百万円）



イノベーション業績推移

2,022

3,083

4,380
4,570

4,813 

5,944 

FY20/3 FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3 FY25/3

単位：百万円

16

174

517

777

343 
399 

510 

FY19/3 FY20/3 FY21/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3 FY25/3

- 連結売上高 - 営業利益
単位：百万円

既存事業の利益水準を高めることに留意しつつ、投資実行
当社既存領域に係る協働、並びに新たな領域への共創を推し進め、当社の成⾧を加速

34（予想） （予想）



配当・資本政策等

35

株主様への還元について

現時点で投資フェーズの事業も多く資金需要が高いものの、株主様への還元にも積極に取り組ん
でいく方針。来期以降も配当を継続する予定。

株式の流動性等について

当社株式の流動性については創業者持分が比較的大きいこと、機関投資家の皆様に一定割合の保
有をいただいていることから、改善の必要がある中期的な課題であると認識。
株式分割や売出等の具体的な施策については未定であるが、継続して検討。

資金調達について

当社が、2022年４月に開始したターゲット・イシュー・プログラムにより調達した資金及び
2024年３月に実施した借入資金の使途につきましては、新設したCVCファンドを通じた当社価
値創造に資するベンチャー企業への投資資金並びに新たな価値創造に資する企業等を対象とした
将来のM&Aにおける投資有価証券取得資金、オンラインメディア事業関連の設備投資資金、当
社子会社を通じたマーケティング費用、当社子会社の人材採用関連費用に充当しております。



5. 会社概要
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会社概要
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会社名 株式会社イノベーション

所在地 東京都渋谷区渋谷三丁目10番13号 TOKYU REIT 渋谷R ビル3F

代表者 富田 直人

従業員数 157名 ※2024年３月末時点（正社員のみ）

資本金 1,211,086千円 ※2024年３月末時点

子会社 株式会社Innovation & Co.
株式会社Innovation X Solutions
株式会社Innovation IFA Consulting
株式会社Innovation M&A Partners



グループ構成

38

連結子会社 連結子会社 連結子会社 連結子会社

株式会社
Innovation & Co.

株式会社
Innovation X

Solutions

株式会社
Innovation IFA 

Consulting

株式会社
Innovation M&A

Partners

株式会社イノベーション

オンラインメディア
セグメント

ITソリューション
セグメント

金融プラットフォーム
セグメント

INNOVATION 
HAYATE V Capital

投資事業有限責任組合

VCファンド
セグメント

連結子会社



本資料につきましては、投資家の皆様への情報提供のみを目的としたも のであり、売買の勧誘を目的としたものではありません。 本資料に

おける将来予想に関する記述につきましては、目標や予測に基 づいており、確約や保証を与えるものではありません。 将来における当社の

業績が、現在の当社の将来予想と異なる結果になる ことがある点を確認された上で、ご利用ください。 業界等における記述につきましても、

信頼できると思われる各種データ に基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証する ものではありません。 本資料は、

投資家の皆様がいかなる目的にご利用される場合においても 、ご自身のご判断と責任においてご利用されることを前提にご提示させ て頂く

ものであり、当社はいかなる場合においてもその責任は負いません。

本資料の取り扱いについて
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